


福島ミエルカプロジェクト
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https://311mieruka.jp/

原発事故から12年



日本のエネルギー政策
における原子力の位置づけ
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「2030年度、原子力は電力の20～22％」
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原発の発電割合は、2012年度以降ゼロ～数％
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第6次エネルギー基本計画では

• 「原子力依存度は可能な限り低減」

• 「新増設は、現時点では想定していない」

としていたが・・・？



GX実行会議で指示された原発推進

• 2023年夏までの「７基追加再稼働」

• 運転期間の延長（60年以上の稼働も実質的に可能に）

• 次世代革新炉による新増設やリプレースの検討など

8



20～22％の「根拠」
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ここまでの合計
1,940億kWh

2030年の
想定発電量
（9,300～9,400
億kWh）で割る
と、
20.6～20.9%

1,690億
kWh

同

18.0～
18.2%

柏崎刈羽⑥、⑦
東海第二

高浜①、②
女川②

島根②
敦賀②、志賀②、
大間、浜岡④、
東通①、泊③、



27基
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美浜③
2030年には
「53年」

高浜①
2030年には
「55年」

高浜②
2030年には
「54年」

東海第二
2030年には
「51年」





原子力は
再エネ・気候変動対策の
妨げとなる
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大規模電源は、再エネ優先を妨げる

従来型の「大規模電源中心」システムから

変動する再エネを中心とした柔軟な電力需給システムへ

eシフト「STOP! 原発・石炭火力を温存する新たな電力市場ーリーフレッ
ト」http://e-shift.org/?p=3827



原発は

電力需給ひっ迫リスクを

むしろ高める



九州電力資料より



ピーク期以外は、発電所は順次休止

電気事業連合会資料
より

2022年の
電力需給ひっ迫は

3月と6月に
起きた

夏・冬のピーク期
以外は、発電所を
順次止めて点検

仮に原発が
動いていても
その分他の火力を

停止



原発とClimate Justice

ウラン燃料の輸
入

事故時の
被害

被ばく労働

放射性
廃棄物

コスト タイム
スパン

原発立地
と消費地

電力大量
消費構造

https://dont-nuke-the-climate.org/

クリーンでなく、安全でなく、高すぎる、遅すぎる



GXと原子力推進方針に
パブコメを！
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年末から1月20日頃にかけての４つのパブコメ
（締切順）

１．原子力規制委員会「高経年化した発電用原子炉に関する安全規制の概要」
締切：2023年1月21日0時0分

２．資源エネルギー庁「今後の原子力政策の方向性と行動指針」
締切：2023年1月22日23時59分

３．内閣官房 ほか「ＧＸ実現に向けた基本方針」
締切：2023年1月22日23時59分

４．原子力委員会「原子力利用に関する基本的考え方」改定
締切：2023年1月23日18時0分

https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=198022209&Mode=0
https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=620222029&Mode=0
https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=595222084&Mode=0
https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=095221020&Mode=0

